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中 期 目 標 中 期 計 画 

大学の基本的な目標 

兵庫教育大学の基本理念 

教員には，教育者としての使命感と人間愛に支えられた広い教
養，教育の理念・方法及び人間の成長や発達についての深い理
解，教科に関する専門的学力，優れた教育技術や指導能力など
専門職としての高度の資質能力が求められる。これら高度の資質
能力は，教育の伝統と創造を見すえた実践的な研究課題の設定
及び解決に関する能力に裏打ちされ，学校の管理や運営に関する
知見などの全体的，総合的観点に支えられているものでなくてはな
らない。 

本学は，このような教員の資質能力の向上に対する社会的要請
に応えるため，学校教育を中心とした理論的，実践的な教育・研究
を進める「教員のための大学」，教育・研究に関して国の内外に「開
かれた大学」，さらに教育実践のたえざる改善・創造に向けて「発信
する大学」としての特色を生かしつつ，時代の進展とともに生起する
教育諸問題に対応する教員の力量形成を支援し，我が国の教育
の一層の発展に寄与するものである。 

基本的な目標 

本学の基本理念を実現するために「兵庫教育大学 21 世紀新構
想大学プラン」を踏 まえ，以下の長期的な視野に立った目標を設
定する。 

① 教育実践学の確立及び教育研究における高度の質の達成 
② 学校教育における実践的指導力を持った教員の養成と現職

教員としての優れた資 質・力量 を備えた人材 の育成，及 び  
教育実践学の高度な研究・指導能力を持った人材の輩出 

③ 教員の高度専門職業人としての力量形成を図るための大学
院の整備拡充 

④ 教育研究の成果を活用した国や地域の教育，文化の向上
への貢献 

⑤ 国際社会へも開かれた大学としての教育研究面での国際交
流の促進と国際貢献 
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Ⅰ 中期目標の期間及び教育研究上の基本組織 

１ 中期目標の期間 

平成 16 年 4 月 1 日～平成 22 年 3 月 31 日 

２ 教育研究上の基本組織 

   この中期目標を達成するため，別表に記載する学校教育学部
（初等教育教員養成課程），学校教育研究科（修士課程），連合
学校教育学研究科（博士課程）を置く。 

 
 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（１） 教育の成果に関する目標 

〔全学的な教育目標〕 
① 全学的な教育の理念・目的及び教育の成果に関する目標 

○ 本学は，主として初等中等教育教員の大学院修士課程に
おける研究・研鑚を推進する目的で設置されたことから，大学
院学校教育研究科（修士課程）を中心とし，後段階としての大
学院連合学校教育学研究科（博士課程），前段階としての学
校教育学部（初等教育教員養成課程）を置いている。これら
の相互の連携のもとに，実践的な指導能力を持った教員を養
成するとともに現職教員の資質・能力の向上を図る。また，理
論と実践の統一を特色とする教育実践学の高度な研究能力
を持った人材を育成し，教育実践学の確立を目指して取り組
む。 

〔学士課程〕  
② 学部教育の理念・目的及び教育の成果に関する目標 

○ これからの時代に特に求められる教員の資質能力，すなわ
ち(ⅰ)「地球的視野に立って行動するための資質能力」，(ⅱ)
「変化の時代 を生きる社会人 に求められる資質能力」，(ⅲ)
「教員の職務から必然的に求められる資質能力」の育成に重
点を置いた教育を行う。また，学校現場の現代的諸課題に対
応するよう教育内容のたえざる改善に努め，実践的指導力と
教職への強い意欲を持ち，教員としての総合的な能力に加え
て得意分野を持った教員を養成し，多くの人材を教育界に送
り出すことを目標とする。 

〔大学院課程〕 
③ 大学院課程における教育の理念・目的及び教育の成果に関

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１） 教育の成果に関する目標を達成するための措置 

〔学士課程における教育の具体的措置〕 
① 養成すべき人材に関する具体的目標 

○ 学校現場の様々な課題に取り組んでいくことのできる実践的な指導能力を持つとともに，豊かな
教養と人権尊重に関する教員としての必須の良識を身につけ，得意分野の学識と教職に関する
専門的見識を持ち，熱意を持って教育に当たれるような教員を養成する。 

② 学生が身につけるべき能力等に関する具体的目標 
○ 本学の特色とする実地教育を1 年次から4 年次にわたって体系的に実習させることにより，学生

の教員になるための意欲を高め，学校現場の様々な課題に取り組んでいくことのできる実践的な
能力を身につけることができるようにする。 

○ 学校における教育活動に生かすことができるような情報通信技術の活用能力や，外国語コミュニ
ケーション能力を学生に身につけさせる。 

③ 卒業後の進路，就職等に関する具体的目標 
○ 教員養成を目的とする大学として充実したキャリア教育を行い，学生の教職への意欲を高め，教

員採用試験の合格率を高めることにより教員就職率 60％以上を維持し，更なる向上に努める。 
〇 進路変更を行い教員以外の就職を希望する学生に対する就職支援を充実させる。 

④ 教育の成果・効果の検証に関する具体的方策 
○ 教育委員会や本学を卒業した教員の勤務先の学校長等，雇用者に対する調査を行 うことによ

り，卒業生の教員としての状況を把握し，本学の教員養成に関する教育の成果・効果の検証を行
う。 

〔大学院課程における教育の具体的措置〕 
（修士課程） 
① 教育目標，養成すべき人材，学生が身につけるべき能力等に関する具体的目標 

○ 現職教員については，学校教育に関する理論と応用を学び，教育実践の場における高度の教
育研究能力を養うことにより，学校教育の場で直面する様々な課題に対する実践的指導力を持っ
た人材となるよう教育する。教職に就くことを志望する学生については，高度な専門性と実践的な
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する目標 
（修士課程） 

○ 教員の高度専門職業人としての力量形成 を図 るための教
育・研究機能を強化し，現職教員の再教育機関としての役割
を果たすとともに，これからの生涯学習社会に求められる教育
指導者を育成する。 

（博士課程） 
○ 学校教育実践学及び教科教育実践学 よりなる「教育実践

学」を，従来の「教育学」とは違った学校教育実践に関する独
自の学問分野として確立し，教育実践学の高度な研究・指導
能力を持った研究者及び教育専門職を育成する。 

 
 

（２） 教育内容等に関する目標 
〔学士課程〕 
① 学生受入れに関する基本方針 

○ 入学者の受入れが学生受入方針に沿って行われているかど
うかの検証を行い，教員になろうとする意欲及び能力の高い学
生を入学させるよう努める。 

② 教育理念等に応じた教育課程編成の基本方針 
○ 初等教育教員養成課程の専門性を高め，教職に対する強

い意欲と実践的指導力を持った教員を養成するためのカリキ
ュラムを編成する。 

〇 教養教育と専門教育の一層の有機的な連携を図り，学生の
人間的成長と教員養成の見地からの教養教育の再構築を行
う。 

〇 実地教育を本学の教育課程の中核をなすものと位置づけ，
その在り方について学校教育学部及び附属学校園教員の共
通理解を得るとともに，実地教育カリキュラムの充実を図る。 

③ 授業形態，学習指導法等に関する基本方針 
○ 授業形態，学習指導法を工夫し，学生の発表能力，コミュニ

ケーション能力及び情報通信技術活用能力を向上させる。 
④ 成績評価に関する基本方針 

○ 授業科目ごとの成績評価基準を明確にする。 
 
 
 
 
 
 

指導能力を持つと同時に，教育に対する熱意を持った教員となるよう教育する。 
② 修了後の進路，就職等に関する具体的目標 

○ 教員志望の学生については，就職指導を徹底させ教員就職率を高める。教育委員会から派遣
された現職教員については高度の資質・力量を持った教員としての学校現場での評価を高める。 

（博士課程） 
③ 養成すべき人材に関する具体的目標 

○ 学校現場の実践的な経験を持ち，実践に根ざした学校教育学を教育研究できる研究者，及び
実践的研究に裏付けられた研究能力をもって現職研修の充実に指導的役割を果たすことのでき
る専門的職業人を育成する。 

④ 修了後の進路等に関する具体的目標 
〇 教育研究体制の高度化を図ることにより学位授与率を向上させ，高度な研究・指導能力を持っ

た人材を教員養成系大学・学部や都道府県等の教育界に供給する。 
〇 学位取得者の就職率の向上を図るため，求人側への積極的な情報提供等，可能な取組を行う。 

（２） 教育内容等に関する目標を達成するための措置 
〔学士課程〕 
① 学生受入方針に応じた入学者選抜を実現するための具体的方策 

○ 教員になるための意欲ある学生を入学させるために，前期日程，後期日程，推薦入学の在り方
及び AO 入試の可能性について調査・検討し，改善を図る。 

○ 高等学校側と連携し，高等学校での教育課程等に着目した選抜方法について調査・検討し，入
学者選抜方法の改善を図る。 

② 教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策 
○ 教養教育と専門教育の有機的な連携を図るために教養基礎科目，教職共通科目及び専修専

門科目の各授業科目について，４年間にわたる調和の取れた学年配当について点検し，カリキュ
ラム編成の適正化を図る。 

〇 初等教育における英語教育やものづくり教育に対応できる教員を養成するための教育課程の充
実を図る。 

○ 留学生の受入方針に基づき留学生のための適切な教育課程を整備する。 
○ 多様な領域に関する知識を得，理解を深めるための教養教育に関する授業科目の充実を図る。 
○ 本学の特色とする実地教育科目とその他の授業科目との内容面でのより密接な連携を図り，教

育的効果を上げるための点検と改革を実行する。 
③ 授業形態，学習指導法等に関する具体的方策 

○ 学校現場の課題を積極的に授業に取り入れるようにするために，学校関係者や社会人及び学
校教育研究科（修士課程）に在学する現職教員が授業補助者として授業に加われる制度を構築
する。 

○ 実地教育における指導方法を点検し，実践的指導力を身につけさせる上でより効果的な指導法
を開発する。 

○ 学生の自学自習を促すような学習指導を行い，単位制の趣旨に適した授業設計を行う。 
○ 近畿地区の４教育大学が共同して，教員養成のためのカリキュラム開発，e ラーニングを活用した

教育内容・方法の改善に積極的に取り組む。 
④ 適切な成績評価等の実施に関する具体的方策 
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〔大学院課程〕 
（修士課程） 
① 学生受入れに関する基本方針 

○ 入学者選抜に当たっては，現職教員で教育に携わることへ
の使命と熱意 を持ち，自らの資質能力の向上 を志向 する者
や，高い専門性と実践力を持った初等・中等教育教員になる
ことを強く志向する者を受け入れる。 

② 教育理念等に応じた教育課程編成の基本方針 
  ○ 教職教養教育と専門教育の連携を図り，現職教員に対する

再教育機能を強化し，他方で，初等・中等教育教員を志向す
る者には教員として身につけるべき専門的内容を備えた広が
りと深さのあるカリキュラムを整備する。                   

③ 授業形態，学習指導法等に関する基本方針 
○ 現職教員や学部卒業後進学した学生，社会人，留学生等に

対する授業形態や指導方法に関して，大学として教育すべき
事項や学生の修学目的に応じた適切な内容や方法を整備す
る。 

○ 教育に係る情報通信機器環境を整備して，キャンパス間の
有機的な連携を促進する。 

④ 成績評価に関する基本方針               
○ 授業科目ごとの成績評価基準を明確に策定する。   
○ 修士の学位授与方針や基準を明確に策定する。         

 
 
 
 
 
（博士課程） 
① 学生受入れに関する基本方針 

○ 連合学校教育学研究科（博士課程）は教育実践学の高度な
研究・指導能力を持った研究者及び教育専門職を養成するこ
とを目的とすることから，教育実践学の研究者を目指す者及び
現職教員や教育行政職にある者で教育専門職を目指す者を
積極的に受け入れる。入学者選抜に当たっては，原則として
標準在学期間（３年）で学位取得が可能となるような 能力のあ
る学生を選抜する。 

② 教育理念等に応じた教育課程編成の基本方針 
○ 教育実践学に関する幅広い識見と高度の専門性を修得させ

る観点から，教育課程の在り方について検討を行い，充実・改

○ 成績評価の一貫性と厳格性を確保するための方策について検討し，取り入れる。 

〔大学院課程〕 
（修士課程） 
① 学生受入方針に応じた入学者選抜を実現するための具体的方策 

○ 都道府県の派遣による現職教員，派遣によらず修学休業制度を利用した現職教員，勤務しなが
ら自らの意志で大学院神戸サテライト（夜間）で修学を望む現職教員，学部を卒業してすぐに大学
院に進学する学生や社会人等，異なる修学背景やニーズを持った志願者に応じた入学試験の方
法を検討し，実施する。  

② 教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策 
○ 現行のカリキュラム編成を基本にして，教育課程をさらに魅力あるものにするための見直しを積

極的に行う。具体的には，新たに設置した小学校教員養成プログラムを履修する学生に実践研究
支援教育を行うための授業科目の新設や，学校現場で求められる教育内容の履修（分野・コース
横断的な履修など）ができるような教育課程の編成を検討し，可能なところから実行する。 

〇 盲・聾・養護学校教員専修免許に対応し，さらに将来の免許法改正に対応できるように障害児教
育専攻の教育課程を整備する。 

③ 授業形態，学習指導法等に関する具体的方策                       
○ 授業への積極的な参加を促すための授業形式（少人数授業，演習等）を積極的に取り入れる。 
○ 大学院神戸サテライトにおける講義・演習の在り方を見直し，テレビ会議システムやインターネッ

トを活用した VOD（ビデオ・オン・デマンド）システムによる社キャンパスとの双方向の授業形態を取
り入れる。 

○ e ラーニングを積極的に活用し，多くの地域の現職教員等の修学ニーズに応えられるような授業
形態，学習指導法を検討し，取り入れる。 

④ 適切な成績評価等の実施に関する具体的方策 
○ 共通科目，専攻科目，外国人留学生対象科目のそれぞれの授業科目について，成績評価基準

を明確化し，授業科目ごとにシラバスに掲載する。                     
○ 学位論文の作成や研究指導の方法を組織的に見直し，コースによっては，修士論文に替わる 

修了要件（作品，課題レポート，一定の演習単位の取得等）を取り入れることも検討し，弾力化を
図る。 

（博士課程） 
① 学生受入方針に応じた入学者選抜を実現するための具体的方策 

○ 教育専門職養成の見地から，現職教員や教育委員会における研修・指導担当主事及び教育行
政管理職等の受入れを積極的に行う。 

○ 学生受入方針のもとに留学生を受け入れるための特別枠を設けることについて調査・検討し，留
学生の積極的受入れを図る。 

② 教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策 
○ 学校現場等で実践的な研究を行っている教員等に対する学位授与を円滑化するために，標準

在学年限より早期の学位取得が可能となるよう研究指導体制及び教育課程の整備を図る。 
○ 総合共通科目の授業内容等を学校教育学に関する高度な専門性を教授する観点から見直し，

改善を図る。 
③ 授業形態，学習指導法等に関する具体的方策 
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善を図る。 
③ 授業形態，学習指導法等に関する基本方針 

○ 教育研究の中心となる学校教育実践学及び教科教育実践
学の特質を考慮して総合的・学際的な視点から研究指導がで
きるように，指導体制を整備する。 

④ 成績評価に関する基本方針 
○ 本研究科を修了し，学位を取得した者が全国的な学会で活

躍できるだけの学力及び教育研究能力を有していることを保
証するような成績評価基準を設定する。 

（３） 教育の実施体制等に関する目標 
① 教員組織の編成方針 

○ 大学の教育方針を的確 に反映し，同時に社会や学生の必
要とする教育ができるように，適正な教員組織の構成を図る。 

② 教育支援者の配置方針 
○ 学校教育学部（初等教育教員養成課程）と学校教育研究科

（修士課程）における教育効果を上 げるため，授業補助者や
教育支援のための職員等の適正な配置と活用を促進する。 

③ 教育環境の整備・活用に関する基本方針 
○ 教育に必要な施設・設備等，教育環境の適切な整備・活用

を図る。 
④ 情報ネットワーク等の整備・活用に関する基本方針 

○ 情報ネットワークの活用を図り，キャンパスネットワークの適切
な維持・管理体制を確立する。 

⑤ 教育の質の向上及び改善のためのシステムに関する基本方針 
○ 組織としての教育活動及び個々の教員の教育活動を評価

する体制を整備し，評価結果を教育 の質の向上及び改善の
取組に結びつけるシステムを整備する。 

⑥ 教材，学習指導法等に関する研究開発及びファカルティ・ディ
ベロップメントに関する基本方針 
○ 教育の質の更なる向上を目指して，教授方法の改善等，ファ

カルティ・ディベロップメントに大学全体で取り組む。 
⑦ 学内共同教育等に関する基本的目標 

○ 学校教員としての実技能力を養 い，向上させるために附属
実技教育研究指導センター の整備・活用を図る。 

○ 学校教員としての情報通信技術の活用能力を養い，向上さ
せるために情報処理センターの整備・活用を図る。 

 
 
 
 

○ 研究指導を活性化させるために研究会等，学生の研究成果の発表や討論・検討の場を積極的
に設ける。 

○ 学校及び学校を取り巻く諸環境を研究の場とした実証的な研究を推進するために，大学院生等
の学外での研究活動に対して積極的に支援・指導を行う。 

○ フレックスタイム・カリキュラム制度及び遠隔教育システムを活用し，職を持った学生の学位論文
作成の円滑化を図る。 

④ 適切な成績評価等の実施に関する具体的方策 
○ 学位授与状況を点検し，博士候補認定試験及び学位論文審査における評価基準の適正化を

図る。 

（３） 教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 
① 教員組織の具体的編成方策                                           

○ 学校教育研究科（修士課程）においては，社会的必要性に応じて新たに設置するコースの教育
や多様な修学形態に対応できるように 教員組織を点検し，全学的に適正な構成になるよう整備す
る。 

○ 連合学校教育学研究科（博士課程）においては，学校現場で生起する様々な新しい課題や複
合・境界領域の研究課題に積極的に取り組むために新専攻の設置や講座の再編成を検討し，教
育研究体制の拡充と強化を図る。 

② 教育支援者の具体的配置方策  
○ 教育効果を上げるために必要な授業補助者の配置計画を点検し，また情報通信技術にかかわ

る支援職員の配置を計画する。 
③ 教育に必要な設備，図書館等の活用・整備の具体的方策 
  ○ 講義等に必要な施設・設備，特に共通講義棟や各棟の教室・学生控室等の空調設備・視聴覚

設備・情報通信技術関連設備等について年次計画を立てて整備する。 
  ○ 教育施設としての附属図書館に関する活用・整備の具体的方策 

(a) 基本的な学習資料・蔵書の整備・充実を図る。 
(b) 広く学生の教養の涵養に資する資料の整備・充実を図る。 
(c) 図書館利用に関する学生・教官のニーズを把握し，それに即した図書館利用者教育の充実を

図る。 
(d) 定期的に蔵書評価を行い，教員養成を目的とする大学にふさわしい蔵書構成を図る。 
(e) 書架の狭隘の対策として，館内スペースの用途を見直し，学内空きスペースの活用，書庫の

増設等を検討する。 
(f) 資料の電子化を推進するとともに，図書館の情報通信機器環境の充実を図る。 
(g) 大学院神戸サテライトの図書館機能の充実を図る。 

④ 情報ネットワーク等の整備・活用に関する具体的方策     
  ○ 学生の情報通信技術の活用能力を向上させるため，情報ネットワーク関連施設の整備・充実を

図る。 
  ○ 情報安全対策のための基本方針を確立し，安全で適切なキャンパスネットワークの維持・管理体

制を構築する。  
⑤ 教育の質の向上及び改善のためのシステムに関する具体的方策 

○ 学校教育学部（初等教育教員養成課程）及び学校教育研究科（修士課程）の教育内容を定期
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（４） 学生への支援に関する目標 
① 学生への学習支援に関する基本方針 

○ 学生の学習・研究活動を促進するための支援体制や相談体
制を整備する。 

② 学生への生活支援に関する基本方針 
○ 学生の安全で健康的な学園生活と効果的な学習・研究活動

を促進するための生活支援体制や，相談体制の整備を図る。 
○ 大学における生活環境（施設・設備等）を整備し，効率的な

活用を図る。 
〇 学生の職業意識向上を図るための教育を充実し，就職指導

体制の強化を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 

的に点検して問題点を指摘できるような専門委員会を学務企画委員会の下に整備する。 
○ 学生による授業評価を毎学期実施し，各教員にフィードバックすることにより教育活動に関する

質の改善につなげる資料として活用する学内体制を整備する。       
⑥ 教材，学習指導法等に関する研究開発及びファカルティ・ディベロップメントに関する具体的方策 

○ 教員個々の教材開発研究や学習指導法にかかわる改善を組織としてシステム化し，教員だけで
なく，学校現場にいる修了生・卒業生が自らの教育活動の質の向上に利用できるようデータベー
ス化し，ネットワークを通して活用できるようにする。 

○ 全学的なファカルティ・ディベロップメント活動や教育活動に対する評価結果を教育の質の向上
や改善の取組に結びつけるためのシステムを導入する。                               

⑦ 学内共同教育等に関する具体的方策 
○ 附属実技教育研究指導センター の活用・整備の具体的方策                        

より高度な実技教育の実践化を図るため，学内に分散している４分野が集中的に利用できる施
設・スペースを確保して教育環境を整え，学生の自学自習を基本とした学習指導だけでなく，積 
極的な「実技教育実践法・指導法」等の授業開設に基づく教育の展開を計画する。                                                      

○ 情報処理センター の活用・整備の具体的方策                                
キャンパス間ネットワーク回線を本格的な遠隔教育の利用に耐え得るよう高速化し，テレビ会議シ

ステム等によるキャンパス間遠隔教育環境の全学的な整備を図る。また，学生の自発的学習を支
援するため情報教育自習室を整備する。 

⑧ 学部，研究科等の教育実施体制等に関する特記事項 
○ 多様な修学ニーズに対応するために，学校教育研究科（修士課程）の教育の内容や修学形態

に関する開発研究を行い，新たな修学形態の導入や教育コースの設置・拡充を図る。 

（４） 学生への支援に関する目標を達成するための措置 
① 学習相談・助言体制等に関する具体的方策 

○ 学生に対する履修相談体制の強化，オフィスアワー制度の整備，さらにクラス担任制度及び指
導教官制度を活用しての履修指導を徹底する。 

○ 社会人が学ぶ大学院神戸サテライトにおける学生支援体制の整備を行う。 
② 学生への生活支援に関する具体的方策 

○ 学生に対する経済支援，健康管理，就職相談など，大学生活における学生相談機能の位置づ
けを明確にし，学生相談窓口の整備・充実を図る。 

○ 学生の心身の健康管理，ハラスメント，人権問題に関してきめ細かく対処するための取組と相談
体制の整備を行う。 

〇 授業料免除，各種奨学援助制度の充実を図る。 
○ 留学生に対する学習面・生活面での支援体制を整備する。 
○ 快適な生活環境を実現するために学生寄宿舎及び福利厚生施設の整備・改善・充実を図る。 
〇 家族を伴って在学している学生のための世帯棟の生活環境の整備を図る。 
○ 身体障害学生の学園生活を支援するための体制及び施設設備の点検・整備を行う。 
○ 学生のための快適な交流場所や憩いの場の整備・充実を図る。 
○ 就職相談室の機能を一層充実させ，学内相談員，学外相談員，クラス担当教員の連携により就

職指導体制を強化する。 
○ 学生の職業意識向上を図るための授業科目の設置を検討する。 
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２ 研究に関する目標 

（１） 研究水準及び研究の成果等に関する目標 
① 取り組むべき研究課題に関する基本方針 

○ 学校教育の実践を中心に据えた学校教育学に関する研究
を行 い，学校の教 育やそれを支える諸活動にかかわる研究
と，教科の教育にかかわる諸分野の研究を有機的に関連づけ
た研究を推進する。 

② 研究の社会（社会・経済・文化）的効果・成果，成果の社会への
還元等に関する基本方針 
○ 現代の教育課題に対する社会的要請や教育実践課題，さら

には地域の教育課題や教育政策形成などに関する研究成果
を，社会や学校に積極的に還元し，研究の社会的効果を高め
るよう取り組む。 

○ 大学院修了生等を結ぶネットワークを整備・活用して学校教
育の実践に根ざした教育実践学の研究を推進し，研究成果を
学校現場に還元することにより，学校教育の質的改善・改革に
貢献する。 

③ 達成すべき研究水準に関する基本方針         
○ 学校教育実践学及び教科教育実践学 よりなる「教育実 践

学」を従来の「教育学」とは違った独自の学問分野として確立
し，その分野での我が国における研究拠点となる。 

〇 現代の教育課題に対する社会的要請や教育実践課題，さら
には地域の教育課題や教育政策形成など，様々な側面で優
れた水準の研究を達成する。 

（２） 研究実施体制等の整備に関する目標 
① 研究者の配置に関する基本方針 

○ 時宜に即応した研究課題に適切に取り組めるように，部・講
座や各センターの新設・再編や教員の配置等について検討
し，機動的な研究組織を構築する。                                                

○ 連合学校教育学研究科（博士課程）においては，構成大学
間の連携を図り，効果的に研究計画を立案し実施するための
研究体制を強化する。 

② 研究支援者の配置に関する基本方針 
  ○ リサーチ・アシスタント等の研究支援者や，情報通信技術等

に係る研究環境整備を支援できる技術職員等の配置を強化
する。  

③ 研究環境整備に関する基本方針                 
〇 高度な研究活動が推進されるように ，研究施設・設備等の研

究環境について常に点検し，整備する。 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１） 研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 
① 目指すべき研究の方向性と，大学として重点的に取り組む領域 

○ 大学として目指すべき研究の方向は学校教育実践に資する研究であり，同時に生涯学習社会
への還元性の高い研究である。このことを達成するために，各講座や学校教育研究センター，附
属発達心理臨床研究センター，さらには附属学校園が連携してプロジェクト研究を推進する。            

〇 連合学校教育学研究科（博士課程）においては，教育実践学の研究拠点形成のための共同研
究計画を策定し遂行する。 

② 研究水準及び研究成果の社会への還元に関する具体的方策 
〇 不登校や ADHD（注意集中困難多動症候群）さらには LD（学習障害）への対応等，学校を中心

にして提起される様々な社会的課題の解決の要請に対応できるような 優れた水準の研究への取
組を積極的に行い，その成果を学校現場に還元する。 

〇 全国の学校現場等で活躍する修了生・卒業生と大学とを結ぶ「兵庫教育大学教育実践ネットワ
ーク」の整備と円滑な運用を図ることにより，教育実践活動や研究活動の成果を発信・共有し，そ
れらを有効に活用する。 

〇 県教育委員会等と連携して，教員研修プログラムの開発など教育政策形成への寄与の面で優
れた効果を上げ得る研究への取組を積極的に行い，研究成果の還元を図る。   

③ 研究の水準・成果の検証に関する具体的方策 
〇 連合学校教育学研究科（博士課程）で発行している論文集「教育実践学論集」の水準を向上さ

せ，教育実践学の権威ある研究誌として育てる。 
〇 教育委員会や学校と連携して，地域の教育課題への寄与という面で優れた効果を上 げ得る研

究への取組を積極的に行い，社会への還元を通して成果の検証を行う。 
 
 

（２） 研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置 
① 研究者の配置に係る具体的方策           

〇 学校教育に係る実践的な研究課題や社会的要請の高い研究課題に適切に取り組めるように ，
部・講座における教員の構成を見直し，適正な配置となるよう改善を図る。 

○ 研究組織の流動性を高め活性化を図るために，任期制で任用する教員の職階の範囲を広げ，
一定数の教員について任期制で運用できる仕組みを構築する。     

○ 連合学校教育学研究科（博士課程）においては，構成大学間での共同研究プロジェクトが円滑
に実施できるように，プロジェクト・リーダーを中心として各大学にプロジェクト研究推進担当者を置
く。  

② 研究支援者の具体的配置方策             
○ 博士課程在学者や博士課程修了者のリサーチ・アシスタントへの採用人数を増やし，研究活動

の支援体制を強化する。 
③ 研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策               

○ 連合学校教育学研究科（博士課程）を中心に高度な研究活動が推進されるように ，教育実践情
報研究センター や専門職大学院等の設置に向けた計画を策定し，研究施設・設備等の研究環境
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④ 学内・学外共同研究等に関する基本方針         
〇 学校教育に関するプロジェクト研究を推進・強化するため，

各講座や学校教育研究センター，附属発達心理臨床研究セ
ンター，附属学校園 との連携 を強化し，さらに，学外 の機関
（教育委員会や学校等）との共同研究を行 うための体制 を整
備する。 

〇 連合学校教育学研究科（博士課程）では共同研究プロジェ
クト推進委員会においてプロジェクト研究計画を策定し遂行す
る。 

⑤ 知的財産の創出，取得，管理及び活用に関する基本方針          
〇 教育研究の成果を基盤とした知的財産の創出と活用を推進

するための体制を構築する。 
⑥ 研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための

基本方針                           
〇 研究活動の状況や問題点を把握し評価するとともに，評価

結果を研究活動等の質の向上及び改善につなぐための体制
を整備し，適切に機能させる。                       

〇 研究業績等の評価に関する学内の評価基準を策定し，その
評価に基づき，学内における研究費の配分の適正化を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ その他の目標 

（１） 社会との連携，国際交流等に関する目標 
① 地域社会との連携・協力を促進するための基本方針 

を整備する。   
○ 研究施設としての附属図書館に関する活用・整備の具体的方策 

(a) 研究に必要な学術情報と研究者のニーズを的確に把握し，必要な一次資料，二次資料の充
実を図る。 

(b) 学内で生産される学術情報を体系的に発信するため，情報処理センターと連携するなど学内
における体制を整備・組織化し，その総合的な情報発信窓口となることによって研究の支援を
図る。 

(c) 大学院修了生との情報ネットワークを活用して教育実践資料を収集し，資料の特性を生かした
データベースを構築して教育実践研究の支援を図る。  

④ 学内・学外共同研究等に関する具体的方策 
○ 学校教育研究センター に関する活用・整備の具体的方策                    

(a) 学校教育学に関するプロジェクト研究体制を推進・強化するために，学校教育学部（初等教育
教員養成課程）や各センター，附属学校園，さらに学外の機関等と連携して，学校教育研究セ
ンターの各研究部門に研究協力員制度を整備する。      

(b) ネットワーク環境の充実と研究ネットワークの構築を図り，その基盤の上に種々の教育課題に
関する共同研究を実施し，成果を電子情報として広く発信する。                                                           

(c) 学校教育研究センターにおけるプロジェクト研究の成果を，これからの教育実践に生かすため
の実践的な検証を行い，逐次教育実践の資料として整備し，活用する。                      

〇 附属発達心理臨床研究センター に関する活用・整備の具体的方策   
(a) トラウマ回復支援研究分野の整備を行う。 
(b) 地域の学校との新たな連携システムを構築し，心の教育に関する共同研究プロジェクトを推進

する。 
(c) 定期的な教官合同事例検討会の開催や，相談活動に係る自己評価体制の構築により教育相

談活動の質的向上を図る。  
〇 連合学校教育学研究科（博士課程）におけるプロジェクト研究を遂行するに当たっては学校現場

等の実践者の参加を積極的に求める。 
⑤ 知的財産の創出，取得，管理及び活用に関する具体的方策 

○ 知的財産の適切な管理・活用のための委員会を設置し，知的財産創出に関する企画・立案，研
究成果・秘密情報の保護及び活用に関するルールを作成するとともに，知的財産に関する学内啓
発の推進を図る。 

○ 知的財産に関する支援事務体制を強化し，学内外に対する窓口の一本化，創出・取得相談等
のコーディネーターとしての機能充実を図るとともに，研究成果を広く社会に発信する。 

⑥ 研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的方策   
  ○ 研究活動を的確に評価するため，学外有識者を含む評価組織を整備する。 

○ 予算・決算委員会において，研究活動・業績等の評価に基づく適正な研究費配分を行うシステ
ムを構築し，評価結果が研究活動の質の向上及び改善につながるよう機能させる。                      

３ その他の目標を達成するための措置 

（１） 社会との連携，国際交流等に関する目標を達成するための措置 
① 地域社会との連携・協力，社会サービス等，社会貢献に係る具体的方策 
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〇 地域交流推進センター を拠点として，兵庫県を中心とした地
域社会との間で連携・協力体制を構築する。 

〇 地域 の学校等との連 携・協力 を通じて学校現場 の抱える
様々な課題を汲み上げることにより，実践的な研究を推進し，
本学の目指す「教育実践学」の確立に資する。 

○ 教育研究の成果を組織的に地域社会，特に学校教育行政
や学校現場に還元し，社会問題の解決や教育実践に生かし
ていけるように 社会サービス活動を積極的に推進する。 

② 他大学等との連携・支援に関する基本方針 
〇 他大学と連携して社会人に対する生涯学習の機会を提供す

る。 
③ 産業界との連携・協力を促進するための基本方針 

〇 地域交流推進センターをリエゾンオフィスとして整備し，各種
教育・研究事業を展開する。 

④ 国際的な連携・協力を促進するための基本方針                        
○ 教員養成や教員の研修を中心とした「教育」にかかわる国際

的な連携・協力を積極的に促進する。 
○ 留学生を積極的に受け入れるとともに，学生の海外派遣や

交流協定大学等との人的交流を推進する。 
○ 外国の優れた研究機関との間で学術交流を積極的に進め，

研究者の派遣と受入れを推進する。 
○ 大学の教育研究活動を世界に向けて発信し，国際共同研究

や国際シンポジウムを積極的に行う。   
 
 
 
 
 

（２） 附属病院に関する目標 

該当なし 

（３） 附属学校に関する目標 
① 附属学校園の目標 

〇 幼稚園教育及び小・中学校教育の在り方を大学との共同研
究のもとに理論と実践の両側面から研究し，これからの時代に
ふさわしい教育の構築 を目指して，成果を公開，発信するモ
デル校として教育研究に取り組む。 

② 大学・学部との連携・協力の強化に関する基本方針 
○ 学校教育研究センターが中心となり，実践的な教育研究の

○ 兵庫県・兵庫教育大学連携協力連絡協議会において具体的な連携・協力の在り方について協
議し，それに基づいて連携・協力事業を推進する。 

○ 「兵庫教育大学教育実践ネットワーク」を整備・活用し，学校等と連携した教育実践研究を推進
することを通して社会への貢献を図る。 

〇 地域交流推進センター を拠点として，県下の学校教員，児童・生徒，保護者等を対象にして，教
育の諸課題に対する助言や講義等を行うための講師派遣事業を推進する。 

〇 公開講座の内容や開講方法を工夫し，受講者の増加に努める。 
〇 学部・大学院及び附属施設・センター 等における研究成果を活用し，心理臨床相談や教育相談

及び様々な啓発活動を通じて地域社会へ研究成果の還元を図る。                  
② 他大学等との連携・支援に関する具体的方策 

〇 ひょうご大学連携事業推進機構と協力し，地域の公私立大学等と連携して生涯学習に関する公
開講座等を開講する。                    

③ 産学官連携の推進に関する具体的方策 
〇 本学における基礎研究や，その成果をベースとした教材開発や情報通信技術教育に係るソフト

ウエアの開発等を中心に，教育大学としての特色を生かした産業界との連携・協力を積極的に進
める。 

④ 国際的な連携・協力を促進するための具体的方策      
〇 HUMAP（兵庫・アジア太平洋大学間交流ネットワーク）構想に基づき，アジア・太平洋地域を中

心に研究者や学生の積極的な交流を促進する。             
〇 留学生の受入れを促進し，地域との密接な連携のもとに留学生の学習・生活支援を強化する。 
○ 兵庫県の主催する大学洋上セミナーへの学生の参加を促し，アジア・太平洋地域との学生交流

を推進する。 
〇 外国人研究者の招へい及び教職員の海外派遣を促進する。これらの活動を行うために本学の

国際交流基金を活用した支援体制を整備する。                    
〇 学校教育研究センターの外国人研究者を活用し，学校教育学に関する国際的な共同研究を推

進する。また，国際シンポジウム等を積極的に開催する。                             
〇 国際協力機構（JICA）や国際交流基金等の活動に積極的に協力し，開発途上国に対する教育

支援・知的支援活動への参加をこれまで以上に推進する。  

（２） 附属病院に関する目標を達成するための措置 

該当なし 

（３） 附属学校に関する目標を達成するための措置 
① 附属学校園の運営に関する具体的方策 

〇 実地教育の実施及び学校教育の様々な課題に対する実践的研究の推進のための場として有効
に機能するよう，大学と附属学校園間の緊密な連携のもとに学校運営を行う。 

〇 教育活動においては，幼稚園・小学校・中学校を一貫した教育方針のもとに「生きる力」，「確か
な学力」を身につけさせる教育を行う。特に，幼稚園教育では保護者を対象とした子育て相談や 3
歳児教育の充実を図る。 

② 大学・学部との連携・協力の強化に関する具体的方策 
○ 附属学校園と大学・学部との連携・協力のもとに，本学の特色とする実践的指導力を養うための
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場である附属学校園と大学・学部との連携・協力の強化を図
る。 

③ 学校運営の改善に関する基本方針 
○ 各附属学校園においては校園長のリーダーシップのもとに

学校運営の改善を図る。 
○ 附属学校園運営委員会の検討に基づいて附属学校園の運

営改善のための取組を積極的に行う。 
④ 入学者選考の改善に関する基本方針 

○ 大学・学部における幼児・児童・生徒の保育・教育に関する
研究に協力し，大学・学部の計画に従い学生の教育実習の実
施に当たるという附属学校園の目的を果たすために，入学者
を適切に選考する。 

⑤ 公立学校との人事交流に関する基本方針 
○ 附属学校園における教育と研究をより活性化させるとともに，

得られた成果を地域の学校に還元するために公立学校との定
期的な人事交流を促進する。 

⑥ 体系的な教職員研修に関する基本方針 
○ 教員の専門的力量形成のための体系的な研修システムの構

築を図る。 

実地教育を充実し，効果的に実施する。 
○ 大学教員と附属学校園教員とによる教育内容の開発及び教育方法の改善に向けた共同研究を

推進する。 
○ 実践を踏まえた教育研究を推進するために大学と附属学校園との間の人的交流を促進する。 

③ 学校運営の改善に関する具体的方策 
○ 各附属校園長のリーダーシップのもとに学校運営に関する自己点検・評価を行い，それに基づ

いて改善のための具体的方策について検討し，実行する。 
〇 学校評議員制度を活用し，学校評議員の意見を学校運営に適切に反映させることにより，附属

学校園の教育研究の活性化を図る。 
〇 附属学校園での幼児・児童・生徒の安全確保のための周到な危機管理対応を講じる。 
〇 附属学校園の幼児・児童・生徒の心身の健康や教育に関する相談体制を整備する。 

④ 入学者選考の改善に関する具体的方策 
○ 附属学校園の教育目標のもとに特色ある教育を行うために，入学者選考方法の改善を図る。 
○ 地域の公立学校園に配慮しながら，定員充足に努める。 

⑤ 公立学校との人事交流に関する具体的方策 
○ 公立学校との人事交流の制度を整備し，人事の停滞を解消する。 

⑥ 体系的な教職員研修に関する具体的方策 
〇 大学教員との連携・協力のもとに，附属学校園教員の力量形成のための研修プログラムを策定

し実施する。 
 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 運営体制の改善に関する目標 

① 効果的な組織運営，学内の資源配分体制等の基本方針 
○ 学長がリーダーシップを発揮しつつ，全学的な視点に立った

機動的な大学運営を遂行できる組織を確立する。 
○ 大学経営の基本戦略と，それを実現するための企画力を高

める方策を積極的に進める。また，人的資源，施設建物等の効
果的な配置を，大学運営の基本戦略に沿って進めることが
できるようにする。 

〇 事務組織の企画力を高 め，教育研究の効果的な実施のた
めの支援体制を強化する。 

② 学内の審議機関の見直しの基本方針 
〇 役員会を執行機関とし，基本戦略の提案，企画立案を行う。

また，教学面の重要事項，方針を審議する教育研究評議会，
経営面の重要事項，方針を審議する経営協議会を効率的に
運営する。その際，経営協議会等の審議を通して大学運営に
学外の意見を積極的に反映させる。 

〇 教授会の審議事項や各種委員会の役割を適宜見直し，これ
らの機関が有効に働くようにする。 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

① 効果的な組織運営，学内の資源配分体制の基本方針を遂行するための措置  
〇 大学運営組織を，学長がリーダーシップを発揮しやすい体制にするとともに，重要テーマごとに

学長補佐を配置する。 
〇 基本戦略委員会の下で，教育研究組織，学内資源配分，人事，施設建物等の基本方針を決

め，その方針が遂行できるような体制を構築する。  
〇 事務機構の再編を行い，教育研究の支援体制を整備するとともに，企画にかかわる部門を強化

する。 
② 学内の審議機関の見直しの基本方針を遂行するための措置 

〇 役員会，経営協議会，教育研究評議会の役割・機能・権限について，監事，評価委員会による
点検を行う。 

〇 大学運営に対する学外者の意見の反映状況について，監事，評価委員会による点検を行う。 
〇 教授会や各種委員会等の業務遂行状況について点検を行い，必要な場合には改善を行う。 
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２ 教育研究組織の見直しに関する目標 

 適切な評価に基づいた教育研究組織の弾力的な設計と改組
転換の基本方針 

○ 教育研究の進展や社会的要請に応じ，既存講座の教員定
員の適正化や新しい講座・コ－スを設置する際の適切な人事
を行う。 

〇 教育研究の進展や社会的要請に応じ，適切な評価に基づ
いて，講座・コースの再編・充実や新しい講座・コ－スの設置を
検討する。 

〇 専門職大学院の計画的実現を目指す。 
○ 大学・学部附属の各種センターの活動内容及び連携の在り

方等を見直し，各種センターの一層の発展を図る。 
 
 
 

３ 人事の適正化に関する目標 

① 教員の多様化の促進に関する基本方針                                
○ 教育研究の進展や社会的要請に応じて教育研究組織を改

組する際に，採用人事における任期制の導入，教員の講座間
移 動 等 を積 極 的 に進 め，教 員 の多 様 化 や 流 動 性 を高 め  
る。 

〇 特定分野やプロジェクト研究に学校現場における教育経験 
を有する者を導入する。 

② 教員の国際性の向上に関する基本方針   
〇 国際感覚に富んだ教員を増やすため，教員の海外派遣を 

促進する方策を構築する。 
③ 事務職員の専門性の向上に関する基本方針                          

○ 採用及び人事交流の方法を工夫し，事務職員の専門性 を
向上させるよう努める。 

〇 大学運営に専門職能集団として積極的に参画できるように
事務職員の資質向上を図るための研修の充実を図る。 

④ 教職員の業績を給与等に適切に反映させるための基本方針   
○ 教職員の能力が十分に発揮されるよう，業績を反映した部分

が給与等に適切に盛り込まれるようにする。 
 
 
 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

  中期目標期間中の学部，研究科についての具体的な計画 

○ 基本戦略委員会において基本方針を策定し，教員定員の適正配置を図る。 
○ 教員数の一定数を大学全体で運用できる保留定員制度を設ける。                                
〇 教育研究の進展や社会的要請に応じ，既存コ－スの学生定員の見直しや新しい講座・コ－スの

設置を検討するための専門組織を基本戦略委員会の下に設置し，運営する。 
〇 社会的要請に応じて，適時，学校教育研究科（修士課程）の既存コ－スの学生定員について検

討し，改善を図る。         
〇 現職教員の需要に応じて，大学院神戸サテライトにおける教育組織を充実させる。 
〇 適切な評価に基づいて，学校教育学部の学校教育専修と教科・領域教育専修の配属学生数に

ついて検討し，改善を図る。                                                
〇 教育実践学研究の高度化のために連合学校教育学研究科（博士課程）における専攻及び講座

等の再構成について検討し，改善を図る。 
〇 専門職大学院の設置に向けて具体的な検討を行う。 
〇 各種センター の一層の充実と連携を進めるための組織を作り，活動を強化する。 

３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

① 教員の多様化を高めるための具体的方策  
〇 教員採用に当たっては，全て公募制とする。 
○ 教育研究の進展や社会的要請に応じて，既存の講座の教員数の増加や新しい講座・コ－スの

設置を行う際の採用人事において，助手以外の教員にも任期制で運用できる仕組みを構築する。 
〇 人事委員会で，任期付き教員の勤務条件及び給与を一定の要件の下に優遇する方策を検討

し，導入を図る。 
〇 学校現場における教育経験を有する者を採用するための教員選考基準を別途作成する。 

② 教員の国際性を高めるための具体的方策 
〇 サバティカル（研究休暇）制度を創設する。  

  〇 日本学術振興会等の外部資金を活用して，教員の海外派遣に努める。 
③ 事務職員の専門性を高めるための具体的方策 

○ 事務職員の任用については，高度の専門的職業人の確保も必要とされることから外部登用を含
め専門知識，技能を有する人材を採用する。 

○ 事務職員の専門性の向上を図るため，他大学との人事交流や研修の充実方策を検討し，実施
する。 

○ 大学の経営にかかわる組織マネージメント・経営学等の研修のために，関係教職員をビジネス・
スク－ル等で研修させるための条件を整備する。  

〇 ブロックの合同研修への積極的参加と学内研修の充実を図る。 
④ 教職員の業績を給与等に適切に反映させるための具体的措置 

○ 教職員の業績を多面的に評価する評価組織を設置し，評価指針を作成する。 
〇 評価組織で業績評価を給与等に反映させる基準を作成する。 
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４ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

① 運営組織に見合う事務機構全体の再編の基本方針 
〇 合理的・効率的な業務執行が可能となるように 事務機構全

体の見直しを図る。 
② 各種事務処理の簡素化及び迅速化の基本方針 

〇 新たな事務需要に対応できるように 事務全般の継続的な見
直しを図る。 

 

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

① 運営組織に見合う事務機構全体の再編の実施 
〇 組織・業務の適正化を図るための評価システムを構築する。 
〇 中期目標期間中に定員の合理的な人員配置を検討し，改善を図る。 
〇 企画部門を充実し，大学改革の一層の推進を図る。 
〇 監査業務体制を確立し，適正かつ効率的な運営を図る。 
〇 学生生活関係業務の統合再編により，学生サービス業務の改善を図る。 
〇 研究協力支援体制の一元化及び学術情報化への対応の充実を図る。 

② 各種事務処理の簡素化及び迅速化の具体的な方策 
○ 集中化可能な業務を洗い出し，効率化を図る。 
○ 情報周知の手段として，ホームページの積極的活用を図る。 
○ 外部委託可能な業務を洗い出し，専門的業務について，効率化が可能な場合は，派遣職員を

活用する。 
 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標 

○ 教育実践研究等を推進し，外部研究資金の獲得及び本学
の特色を活かした事業の実施により自己収入の増加を図る。 

 
 
 
 
 

 
 

２ 経費の抑制に関する目標 

○ 教育施設・設備の有効活用，管理業務等の合理化に努め，
管理的経費の縮減を図る。 

 
 
 
 
 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 

〇 大学の基本戦略に基づいて，効果的な予算配分，資産運用
を図る。 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

(ⅰ) 外部研究資金の増加 
(a) 研究支援事務体制を強化し，広く社会のニーズ等の情報収集を行うとともに，積極的な研究成

果の情報発信を図る。 
(b) プロジェクト研究を推進するためのオープンラボの設置，外部研究資金を獲得した教官に対す

る適切な研究環境整備等，全学的な研究支援体制を構築し，科学研究費補助金，奨学寄附
金，産学連携等研究費の増加を図る。 

(ⅱ) その他の自己収入の増加 
本学が取り組む事業に対するマネージメント体制を確立・整備し，新規事業の展開と既存収入

の増加により，適切な自己収入の確保に努める。 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

 効率的な事務運営を図り，管理的経費について，次の方法により経費の節減を図る。 

(ⅰ) 事務等の効率化・合理化 
業務処理方法の見直し，情報システムの有効活用の推進，業務の外部委託の推進等により，

管理的経費の節減を図る。 
(ⅱ) 光熱水料等の節減 

各部局ごとに省エネルギー等に関する努力目標を定め，光熱水料等の抑制により経費の節減
を図る。 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

〇 経営協議会の下に，評価に基づく効果的な予算配分を行う組織を設置する。 
〇 資金の運用については，安全な取引銀行の選定や優良な金融商品の選定に努める。 
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〇 資金の安全かつ有利な運用管理を図る。 
〇 土地，施設設備の効果的・効率的な運用管理を図る。 
 

〇 施設マネージメントの専門家を養成することにより，施設マネージメントを充実・強化し，効率的な
施設設備の運用管理を図る。 

Ⅴ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

１ 評価の充実に関する目標 

① 全学的な自己点検・評価の実施の基本方針 
○ 評価委員会のもとに全学的な自己点検・評価を定期的に行

う。 
○ 自己点検・評価に当たっては大学情報委員会と連携し，本

学の教育研究等の活動状況に係る客観的な情報をもとに適
切な評価を行う。 

② 評価結果を大学の教育研究並びに組織及び運営の改善に結
びつけるための基本方針 
○ 自己点検・評価を改善に結びつけるためのシステムを整備

する。 
○ 評価結果のフィードバックの状況の整理と公表を行う。 

２ 情報公開等の推進に関する目標 

 教育及び研究並びに組織及び運営についての学外に対する
積極的な情報発信の基本方針 

○ 教育研究等の活動状況にかかわる大学情報を収集・分析す
るとともに，各種の媒体 を活用して社会に対する情報提供に
努める。 

○ 研究発表会やシンポジウムの開催及び本学の研究紀要や
研究科論文集等の発行を積極的に行い，本学の教育の特色
や研究成果を社会に向けて発信する。 

○ 学外に対する情報提供事項のデータベース化の推進計画と
そのための体制整備を行う。 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

① 全学的な自己点検・評価の実施とそのための体制の整備 
○ 評価委員会の主導のもとに自己点検・評価を実施する。 
○ 評価結果は評価委員会で取りまとめ，公表する。 

② 評価結果を大学の教育研究並びに組織及び運営の改善に結びつける取組 
○ 評価委員会は評価結果に基づく改善状況を点検し改善を促すための取組を行う。 
○ 評価委員会において評価結果のフィードバックの状況を整理し，公表する。 

 
 
 
 
 

２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置 

 教育及び研究並びに組織及び運営についての学外に対する積極的な情報発信の具体的取組 

○ 大学情報委員会において本学の教育研究等の活動状況にかかわる情報を収集・管理・分析し，
学外に対する情報提供事項のデータベース化を促進する。 

○ 大学広報委員会において「発信する大学」としての基本戦略を策定する。 
○ 大学広報委員会と大学情報委員会及び研究推進委員会との連携を図り，社会に対する情報公

開に努める。 
 

Ⅵ その他業務運営に関する重要目標 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 

① 施設等の整備計画等の基本方針 
○ 大学の基本戦略に基づいて，卓越した教育研究拠点の形

成に向けた整備と，教育研究環境の計画的な整備を行う。 
② 施設等の有効活用及び維持管理の基本方針 

○ 施設設備の実態や利用状況等の自己点検・評価により，施
設設備の有効活用を図る。 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置 

① 施設等の整備計画等の策定 
○ 卓越した教育研究拠点の整備 

連合学校教育学研究科（博士課程）における教育研究の高度化を図るための施設を整備する
とともに，専門職大学院の設置に向けて，計画的な施設計画を策定する。 

○ 既存施設の有効利用 
既存建物の点検・見直しを行い，学際研究等を促進するオープンラボの設置，情報化に対応
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２ 安全管理に関する目標 

 教育研究環境の安全・衛生の確保に関する基本方針 

○ 労働安全衛生法等を踏まえ，キャンパスにおける安全・衛生
確保のための体制を整備し，教職員及び学生の安全・衛生意
識を高めるための取組を積極的に行う。 

  

するための施設の整備及び学生のための快適な交流の場や憩いの場の整備を図る。   
○ 附属学校園の危機対応 

附属学校園の防犯・防災上の安全確保と安全意識の向上・啓発のため，必要な整備を行う。 
○ 計画的な設備の整備 

設備整備計画を策定し，計画的に設備の更新・新設を行う。 
② 施設等の有効活用及び維持管理 

○ 施設整備の実態や利用状況等を自己点検・評価し，教育研究スペース等の有効活用を図るとと
もに，施設マネージメントに係る専門的知識の習得により効率的な施設設備の維持管理を行う。 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

 安全確保体制の整備及び環境保全等に関する具体的措置 

〇 キャンパス環境・安全委員会において安全確保及び環境保全に関する行動計画を立て，以下
の施策を含めた取組を積極的に行う。 
(a) 大学及び附属学校園の環境保全，及び安全点検を定期的に行う体制を整備する。 
(b) 放射線及び毒劇物等の適切な管理体制を整備する。 
(c) 学内の防犯システムやゲートの整備等，学内安全対策を講じる。 
(d) 大学キャンパス及び附属学校園の防災体制を整備する。 
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別表（学部，研究科） 

学
部 学校教育学部 

研
究
科 

学校教育研究科 

連合学校教育学研究科（連合大学院） 
参加大学  上越教育大学 

岡山大学 
鳴門教育大学 

 

別表（収容定員） 

学校教育学部             640 人（うち教員養成に係る分野 640 人） 
平
成
16
年
度 

学校教育研究科           600 人（うち修士課程        600 人） 
連合学校教育学研究科      72 人（うち博士課程         72 人） 

学校教育学部             640 人（うち教員養成に係る分野 640 人） 
平
成
17
年
度 

学校教育研究科           600 人（うち修士課程        600 人） 
連合学校教育学研究科      72 人（うち博士課程         72 人） 

学校教育学部             640 人（うち教員養成に係る分野 640 人） 
平
成
18
年
度 

学校教育研究科           600 人（うち修士課程        600 人） 
連合学校教育学研究科      72 人（うち博士課程         72 人） 

学校教育学部             640 人（うち教員養成に係る分野 640 人） 
平
成
19
年
度 

学校教育研究科           600 人（うち修士課程        600 人） 
連合学校教育学研究科      72 人（うち博士課程         72 人） 

学校教育学部             640 人（うち教員養成に係る分野 640 人） 
平
成
20
年
度 

学校教育研究科           600 人（うち修士課程        600 人） 
連合学校教育学研究科      72 人（うち博士課程         72 人） 

学校教育学部             640 人（うち教員養成に係る分野 640 人） 
平
成
21
年
度 

学校教育研究科           600 人（うち修士課程        600 人） 
連合学校教育学研究科      72 人（うち博士課程         72 人） 
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